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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第46期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 

売上高 (百万円) 12,614 14,214 15,278 16,220 12,405 

経常利益 (百万円) 1,084 1,322 2,048 2,193 434 

当期純利益 (百万円) 579 741 1,116 1,292 183 

純資産額 (百万円) 5,316 6,108 8,230 9,349 9,234 

総資産額 (百万円) 12,152 13,029 15,416 16,184 12,670 

１株当たり純資産額 (円) 561.47 626.75 759.22 858.91 857.72 

１株当たり当期純利益 (円) 58.76 74.16 104.36 119.04 17.02 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 57.98 72.69 103.56 118.73 17.01 

自己資本比率 (％) 43.7 46.9 53.4 57.7 72.6 

自己資本利益率 (％) 11.4 13.0 15.6 14.7 2.0 

株価収益率 (倍) 11.6 15.6 8.8 5.1 15.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 364 672 1,476 2,061 410 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △286 △650 △1,491 △1,276 470 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △50 △211 508 △473 △308 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 509 319 851 1,159 1,715 

従業員数 (名) 302 315 346 370 408

─ 2 ─



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第45期の１株当たり配当額には東証二部上場記念配当２円00銭を含んでおります。 

３ 第46期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 

売上高 (百万円) 12,583 14,191 15,134 16,101 12,286 

経常利益 (百万円) 1,088 1,330 1,941 2,163 448 

当期純利益 (百万円) 582 757 1,046 1,256 155 

資本金 (百万円) 1,247 1,247 1,835 1,835 1,835 

発行済株式総数 (株) 10,020,000 10,020,000 11,020,000 11,020,000 11,020,000 

純資産額 (百万円) 5,290 6,098 8,148 9,230 9,117 

総資産額 (百万円) 12,109 13,012 15,274 16,017 12,478 

１株当たり純資産額 (円) 558.66 625.73 751.69 847.90 846.81 

１株当たり配当額 
(円) 

7.50 12.00 15.00 17.00 10.00 

(うち１株当たり 
 中間配当額) 

(－) (－) (7.00) (7.00)    (7.00)

１株当たり当期純利益 (円) 59.14 75.90 97.78 115.76 14.35 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 58.34 74.39 97.03 115.46 14.35 

自己資本比率 (％) 43.7 46.9 53.3 57.5 72.7 

自己資本利益率 (％) 11.6 13.3 14.7 14.5 1.7 

株価収益率 (倍) 11.5 15.3 9.4 5.3 17.8 

配当性向 (％) 12.7 15.8 15.3 14.7 69.7 

従業員数 (名) 300 313 329 349 386 
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２ 【沿革】

昭和36年 ７月 高松機械工業株式会社として資本金300万円で金沢市長田本町に設立 

昭和43年 ５月 本社工場を金沢市松村町に新設移転 

昭和48年 11月 東京出張所(現関東支店)を新設 

昭和51年 ６月 大阪出張所(現大阪支店)を新設 

昭和57年 ４月 名古屋駐在所(現名古屋支店)を新設 

昭和57年 ４月 埼玉営業所(現関東支店)を新設 

昭和60年 11月 松任市(現白山市)旭丘１丁目８番地旭丘工業団地(現在地)に本社工場を新設移転 

昭和61年 ４月 北陸営業所を新設 

平成２年 ４月 刈谷営業所・厚木営業所を新設 

平成３年 ９月 松任市(現白山市)旭丘２丁目18番地に第２工場を新設、産機部移転 

平成５年 ６月 松任市(現白山市)八束穂３丁目３にテクニカルセンター用地を取得 

平成８年 ２月 TAKAMATSU MACHINERY U.S.A., INC.(現連結子会社)を設立 

平成８年 10月 ドイツ、タイ、インドネシアに駐在員事務所を設立 

平成９年 ４月 信越営業所を新設 

平成９年 11月 ISO9001認証取得 

平成10年 ７月 北陸・信越営業所を統合し、北信越営業所を新設 

平成12年 12月 ISO14001認証取得 

平成13年 ２月 日本証券業協会店頭登録市場(JASDAQ市場)に上場 

平成13年 ３月 松任市(現白山市)旭丘２丁目18番地に第３工場を新設し、自動車部品加工開始 

平成15年 ８月 TAKAMATSU MACHINERY (THAILAND) CO., LTD.(現連結子会社)を設立 

平成15年 ９月 独エマグ社と合弁会社、株式会社タカマツエマグ(現持分法適用関連会社)を設立 

平成15年 11月 松任市(現白山市)八束穂３丁目３に開発センターを新設 

平成16年 12月 友嘉実業股份有限公司と、当社製の工作機械の製造を行う合弁会社、杭州友嘉高松機

械有限公司(現持分法適用関連会社)を中国・浙江省に設立 

平成16年 12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成18年 ４月  東京証券取引所市場第二部へ上場 

平成18年 ５月 ジャスダック証券取引所への株式上場を廃止 

平成19年 ７月  中国に駐在員事務所を設立 

平成20年 ８月 友嘉実業股份有限公司と合弁会社、株式会社エフ・ティ・ジャパン(現持分法非適用

関連会社)を設立 

平成20年 10月 株式会社コバヤシエムエフジーより同社の金属板金加工事業を譲受け 

平成21年 ３月 TAKAMAZ MACHINERY EUROPE GmbH を設立 
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当社の企業集団は、当社、子会社２社及び関連会社３社で構成されており、主な事業として、工作機械

及び同周辺装置の製造、販売、保守サービス、IT関連製造装置の製造及び自動車部品加工等を営んでおり

ます。 

なお、当連結会計年度から事業区分を変更しております。変更の内容については、「第５ 経理の状

況」の「１ 連結財務諸表等」の「(1) 連結財務諸表」の「注記事項(セグメント情報)」の「事業の種

類別セグメント情報」における「当連結会計年度の(注)８」に記載のとおりであります。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次

のとおりであります。 

  

 
  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  
 

  

３ 【事業の内容】

事業の種類別セグメント 主要な事業内容 会社名

工作機械事業 CNC旋盤、非CNC旋盤の製造販売 

及び保守サービス 

部品、コレットチャック等の製造販売 

 

当社 

TAKAMATSU MACHINERY U.S.A., INC. 

TAKAMATSU MACHINERY (THAILAND) CO., LTD. 

㈱タカマツエマグ 

杭州友嘉高松機械有限公司 

㈱エフ・ティ・ジャパン 

(会社総数６社) 

IT関連製造装置事業 

 

IT関連製造装置の製造 

 

当社 

(会社総数１社) 

その他の事業 自動車部品加工 当社 

(会社総数１社) 
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(注) 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成21年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

  ２ 前連結会計年度末に比べ従業員数が38名増加しておりますが、これは主に提出会社における新規採用と平

成20年10月１日をもって、株式会社コバヤシエムエフジーより同社の金属板金加工事業を譲受けたことによ

るものであります。 
  

(2) 提出会社の状況 

平成21年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

  ２ 前事業年度末に比べ従業員数が37名増加しておりますが、これは主に新規採用と平成20年10月１日をもっ

て、株式会社コバヤシエムエフジーより同社の金属板金加工事業を譲受けたことによるものであります。 

  ３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 
  

(3) 労働組合の状況 

 労使関係について特記すべき事項はありません。 

  

４ 【関係会社の状況】

名称 住所 資本金又は 
出資金 

 

 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
(被所有)割合 

関係内容 
所有割合 

(％) 
被所有割合

(％) 

(連結子会社)     

 TAKAMATSU MACHINERY  
U.S.A., INC. 

アメリカ 
合衆国 

200 
千USドル 

工作機械 
事業 

100.0 ― 

北米地域におけるサービ
ス・メンテナンス及び営業
を行っております。 
 また役員の兼任(３名)が
あります。 

 TAKAMATSU MACHINERY 
(THAILAND) CO., LTD. 

タイ 
10,000 

千バ－ツ 
工作機械 
事業 

99.3 ― 

アジア地域における製品販
売及びサービス・メンテナ
ンスを行っております。 
 また、役員の兼任(３名)
があります。 

(持分法適用関連会社)     

 ㈱タカマツエマグ 
石川県 

白山市 
45 

百万円 
工作機械 

事業 
50.0 ― 

工作機械の輸入・販売及び
サービス・メンテナンスを
行っております。 
 また、役員の兼任(３名)
があります。 

 杭州友嘉高松機械 

有限公司 
中国 

1,120 
千USドル 

工作機械 

事業 
40.0 ― 

工作機械の製造・販売及び
サービス・メンテナンスを
行っております。 
 また、役員の兼任(２名)
があります。 

５ 【従業員の状況】

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

工作機械事業 376 

IT関連製造装置事業 22 

その他の事業 10 

合計 408 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

386 34.7 10.8 4,722,513 
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平成20年６月26日

高 松 機 械 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会 御中 
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている高松機械工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、高松機械工業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  山   田  雄  一 ㊞ 

指定社員
業務執行社員 公認会計士   坂   下  清   司  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 前連結会計年度の連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成21年６月24日
高 松 機 械 工 業 株 式 会 社 
取 締 役 会 御中 

 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている高松機械工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、高松機械工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、高松機械工業株

式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、高松機械工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  山   田  雄  一 ㊞ 

指定社員
業務執行社員 公認会計士   坂   下  清   司  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成20年６月26日

高 松 機 械 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会 御中 
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている高松機械工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第47期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、高松機械工業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  山   田  雄  一 ㊞ 

指定社員
業務執行社員 公認会計士   坂   下  清   司  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 前事業年度の財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成21年６月24日

高 松 機 械 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会 御中 
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている高松機械工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第48期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、高松機械工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  山   田  雄  一 ㊞ 

指定社員
業務執行社員 公認会計士   坂   下  清   司  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 北陸財務局長  

【提出日】 平成21年６月24日 

【会社名】 高松機械工業株式会社    

【英訳名】 TAKAMATSU MACHINERY CO．，LTD． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  髙 松 喜与志 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 石川県白山市旭丘１丁目８番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

   



当社代表取締役社長髙松喜与志は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」という）の財務報告に

係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並び

に財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（企業会計審議

会 平成19年２月15日）に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して内部統制を整備及び運用して

おります。  

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、財務

報告における記載内容の適正性を担保し、その信頼性を確保するという目的を、合理的な範囲で達成しよ

うとするものであります。このため、その目的の達成にとって絶対的なものではなく、財務報告の虚偽の

記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

当社代表取締役社長髙松喜与志は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日とし、一般に公

正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価を

実施いたしました。  

 評価に当たっては、意見書に示されている内部統制の評価の基準及び実施基準に準拠して、企業集団全

体に係る全社的な内部統制、並びに業務プロセスの内部統制における統制上の要点について、内部統制の

整備状況及び運用状況に係る評価手続を実施いたしました。   

 本評価に当たっては、財務報告に係る内部統制について、企業集団に含まれる当社及び当社の子会社並

びに関連会社を対象として、財務報告の表示及び開示、企業活動を構成する事業又は業務、財務報告の基

礎となる取引又は事象、主要な業務プロセス等について、財務報告全体に対する金額的及び質的影響の重

要性を検討し、財務報告に係る内部統制の評価に関する実施基準に示されている以下の手順及び方法で、

合理的な評価の範囲を決定いたしました。  

 まず、全社的な内部統制について、僅少な事業拠点を除くすべての事業拠点を対象に評価を実施いたし

ました。次に決算・財務報告に係る業務プロセスにおける内部統制について、全社的な観点で評価するこ

とが適切と考えられるものについては、全社的な内部統制に準じて、すべての事業拠点について評価いた

しました。続いて、その他の業務プロセスにおける内部統制については、全社的な内部統制の評価結果を

踏まえた上で、売上高を指標として、連結売上高の２/３に達するまでの事業拠点を重要な事業拠点とし

て選定し、選定した事業拠点において、当社の事業目的に大きく関わる勘定科目である「売上」、「売掛

金」及び「棚卸資産」に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、財務報告への影響を勘

案して、重要性の大きい業務プロセスについては、個別に評価の対象に追加いたしました。また、評価の

対象とした業務プロセスについては、それぞれのプロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影

響を及ぼす統制上の要点を選定し、関連文書の閲覧、当該内部統制に関係する適切な担当者への質問、業

務の観察、内部統制の実施記録の検証等の手続を実施することにより、当該統制上の要点の整備及び運用

状況を評価いたしました。 

  

上記の評価の結果、当社代表取締役社長髙松喜与志は、当事業年度末日である平成21年３月31日時点に

おける当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしました。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】



該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】





 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 北陸財務局長 

【提出日】 平成21年６月24日 

【会社名】 高松機械工業株式会社    

【英訳名】 TAKAMATSU MACHINERY CO．，LTD． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  髙 松 喜与志 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 石川県白山市旭丘１丁目８番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

   



当社代表取締役社長髙松喜与志は、当社の第48期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の有

価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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